
１ はじめに

1�1 学校管理規則と政策形成過程

学校管理規則の性格について述べる。地方教育行政の組

織及び運営に関する法律第33条（学校等の管理）によれば、

その第一項において、「教育委員会は、法令または条例に

違反しない限度において、その所管に属する学校その他の

教育機関の施設、設備、組織編制、教育課程、教材の取扱

いその他学校その他の教育機関の管理運営の基本事項につ

いて、必要な教育委員会規則を定めるものとする。この場

合において、当該教育委員会規則で定めようとする事項の

うち、その実施のためには新たな予算を伴うこととなるも

のものについては、教育委員会は、あらかじめ当該地方公

共団体の長に協議しなければならない。」とし、その第二

項において、「前項の場合において、教育委員会は、学校

における教科書以外の教材の使用について、あらかじめ教

育委員会に届け出させ、又は教育委員会の承認を受けさせ

ることとする定めをもうけるものとする。」と規定してい

る。教育委員会は、法令又は条例に違反しない限度におい

て、権限に属する事務に関して教育委員会規則を定めるこ

とができるが（同法14条）、上述の第33条の規定は、学校

その他の教育機関の施設、設備、組織編制、教育課程、教

材の取扱い等、その管理運営の基本事項について、適正か

つ効果的な管理運営を期する観点から所要の規制を加え、

教育委員会規則の制定義務を規定したものである。即ち、

これは、教育機関の管理運営に係る基本方針、教育機関自

らの責任事項を明示し、教育委員会との事務分担を明定す

ることにより、必要な主体性を保持することがねらいであ

ると考えられる。

具体的には、学校の管理運営に関する教育委員会規則は、

施設、設備、組織編制（校務分掌、主任等の設置、その他

職制に関する事項等、職員会議の組織運営、学級の組織編

制等）、教育課程、教材の取扱い等の他入学・転学・退学・

懲戒その他児童生徒の管理に関するもの、休業日、臨時休

業、振替え授業等学校の運営に関するもの、出張の取扱い
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等教職員の服務に関するものなどの事項が規定される。こ

うした事項のうち、予算を伴うものについては、地方公共

団体の長と協議することとされている。同法第33条第一項

の学校に関する教育委員会規則を一般に「学校管理規則」

と称している。

次に、本稿において政策とは、一般的には、目標達成の

ための行動の方針・手段とし、具体的には、国や地方自治

体が議会などの承認を経て行うもので、国においては、法

律、予算編成、エネルギー政策、政令、省令など、地方公

共団体においては、条例、予算編成、地域再生プロジェク

ト、規則など、又はそれらに伴う諸決定などとする。政策

は、内外環境からの諸力が作用する中で、実施主体の行政

機関により形成される。行動に変化を与える活動の発議、

個人・集団間の相互作用、行動パターンなどに焦点を当て

るため、政策形成という視角をとることとする。国などの

行政機関における政策形成過程分析については、創発、共

鳴、承認、実施・評価の４段階モデルがある。創発は、誰

がどのように創発したかであり、行政機関内部からの自然

的創発、行政機関外部からの圧力や指示等による受動的創

発がある。また、単独創発や共同創発などが問題になる。

共鳴は、情報共有の仕組みやフイードバックの仕組みをいっ

ている。承認は、公式の承認制度であり、意思決定の流れ

が問題になるが、公式の承認制度以外の承認制も問題にな

る。実施・評価は、実施状況と評価制度をいう。

1�2 問題所在と研究方法

京都府教育委員会は、今までの高校３原則を大転換して、

昭和60年４月から新高校教育制度を導入した。この改革は、

知事選の主要な争点となるもので、28年間続いた蜷川知事

に代わって、昭和53年４月から林田知事になってから準備

されてきたものである。同委員会は、何よりも制度定着に

傾注し、以後順次、様々な教育政策を打ち出すことになる。

その中にあって、全国的状況から見て、唯一未実施であっ

た京都府の学校管理規則の制定が喫緊の政策課題であった。

学校管理規則には、前述のように多様な項目を含み、それ

ぞれの項目に、教育委員会の基本方針や基本政策などが含

まれている。したがって、主要な個別の事項が、どのよう

に検討され、どのように性格付けられたのか。どのような

アクターが作用したのか。行政規則である学校管理規則の

制定過程は、どのようなものなのかといった問題について、

京都府立学校の管理運営に関する規則の制定過程に焦点を

当て、個別政策のねらいや趣旨、その過程に関わったアク

ター、政策としての学校管理規則の政策形成過程、学校管

理規則の含意を明らかにするものである。今回は、特に政

策形成過程のモデルとして、創発、共鳴、承認、実施・評

価の４段階モデルを活用し、以下の分析により、考察する

ことにする。

１．京都府立学校に管理運営に関する規則に関わる行政

文書の分析

２．キーパーソンとなるアクター（元教育委員会事務局

幹部）へのインタビュー

３．京都府議会定例会に係る質疑応答会議録（昭和60年

から昭和62年）の調査

１点目からは、学校管理規則に係る制定過程、政策形成

過程、創発、共鳴などに関わったアクターを明らかにする。

２点目からは、インタビューの内容から、１点目の課題を

補完する他、当時のアクターの動態を明らかにする。３点

目からは、府議会定例会において、創発のファシリテーター

としてのアクターやその動機などを明らかにする。

1�3 先行研究

筆者の管見によれば、教育委員会の教育政策に関する政

策形成過程研究として、実証的研究でもある白石等（1995）

の「地方政府における教育政策形成・実施過程の総合的研

究」は、地方教育政策の形成・実施過程と、地方教育政策

の自律性を明らかにすることを目的する。このとき、白石

は地方の行政・政治構造解明のため、教育委員会と、首長

部局、政治家・政党、教育利益団体の複合モデルを提示し

ている。加治佐（1998）の「教育委員会の政策過程に関す

る実証的研究」は、教育委員会の政策決定を中心とした職

務行動及び、政策実施過程、即ち教育長・事務局の通常の

職務行動の実状と、それぞれの職務要因を、教育委員会運

営と教育長・事務局の職務遂行との関連性、又それらと学

校の成果・変容との関連性を明らかにすることを目的とす

る。ここでの加治佐は、教育委員会の教育政策は教育委員

会内部において大きな争点や対立があまり見出すことがで

きないし顕在化しない故、適した研究材料でないとして、

イシュー・アプローチの分析方法をとらず、個々の政策を

行う機構と実施を行う機構の一般的・基本的な特性に焦点

を当てている。藤森（2000）の「地方教育行政における政

策形成過程研究試論」は、地方教育行政の政策過程の重要

性と、実証分析の枠組みについて考察している。また、具

体的な政策に係る政策形成過程に関する研究として、日高

（2005）の「学校評議員制度の政策過程に関する一考察」

は、制度の性格と条件整備から政策形成過程を明らかにす

ることを目的とする。
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２ 分 析

2�1 京都府立学校に管理運営に関する規則に係る

行政文書の分析

同行政文書は、京都府教育委員会事務局指導部高校教育

課が担当するもので、昭和62年10月５日の関係課長会議開

催と提出資料、昭和62年10月22日の政策会議提出資料、昭

和62年10月27日の教育庁法令審議会幹事会の提出資料、昭

和62年11月12日の教育委員協議会の提出資料、昭和62年12

月４日の教育庁法令審議委員会の提出資料、昭和62年12月

11日の教育委員協議会事前協議資料及び昭和62年12月18日

の教育委員会議決資料などと、関係機関等への通知資料等

である。

１．昭和62年10月５日、関係課長会議開催と提出資料

� 主要政策

京都府立学校の管理運営に関する規則制定の目的は、学

校の管理運営に関する数種の教育委員会規則の一本化、教

育委員会規則、教育長通知などの学校管理事項の体系化を

行うことであるとし、併せて、学校運営改善を図り、両者

（教育委員会と校長）が責任と役割を果たし、適正かつ円

滑な学校運営が行われるものであるとしている。そして、

整理を図る主要な事項として、９点にわたってあげている。

① 冬季休業日の整理

② 教育課程編成の手続き

③ 職員会議の在り方

④ 部長（主任）の任命方法

⑤ 盲、聾、養護学校の部主事設置

⑥ 服務

⑦ 研修の奨励

⑧ 学校管理に関する教育長訓令、教育長通知

⑨ 府立学校の学則その他の校内規程

そのうち、管理運営の適正化の検討事項として、６点を

挙げている。当時の京都府教育委員会がこの６点を学校運

営上の重要政策と認識していたと考えられる。この重要政

策とその理由については、以下のとおりである。

① 冬季休業日の期間短縮

現行の冬季休業日は、各学校の学則により12月21日か

ら１月７日と定められているが、冬季休業期間を短縮し

て、12月25日から１月７日までとすると提案している。

その理由は、授業日の安定的確保と、12月25日から１

月７日までとする府県が多いことから他府県並みに冬

季休業期間を短縮するとしている。問題点として、授

業日延長による予算措置が必要であるとし、府立学校運

営費14,876,000円と、教職員給与費1,180,000円を、その

必要額であるとしている。

② 職員会議の設置と役割

昭和60年３月教育長通知「職員会議の在り方について」

により職員会議運営の適正化についは、補助機関として

従前から指導しているが、定着していないとしてその設

置と役割について定めるとしている。他府県状況として

は、昭和62年当時、学校管理規則に職員会議規定を持つ

のは、10道県であり、そのうち熊本をはじめ３県が補助

機関として位置づけられている。

昭和60年３月「職員会議の在り方について」の各府立

学校長宛教育長通知は、以下のような内容である。

・職員会議は、学校運営を円滑かつ効果的に行うため、

校長の校務をつかさどる権限（学校教育法第28条第３

項）に基づき設置されているものであるから、校長が

招集し、主宰するものであること。

・職員会議は、学校運営が円滑に行われるように校長が

所属職員の意見を聞いたり、校長の運営方針を周知徹

底をさせたり、職員相互の事務連絡を図るなどのため

のものであり、学校の最終意思を決定するものではな

いこと。

・校長は、学校運営の責任者として、職員会議の運営、

内容等について的確に指導性を発揮すること。

・職員会議についての校内内規は、校長の権限に基づい

た規定以外は認められず、秩序ある職員会議を行うた

め上記の趣旨を踏まえ、速やかに整備すること。

この教育長通知は、当時の職員会議の実態を踏まえた

対応策といえるものであるが、校長宛の通知であり、単

に、校長に対する指導内容を示すもので、形式及び内容

から校長への指導とも受け取れ、これを職員に周知徹底

を図ることは容易ではなかったと考えられる。

③ 主任（部長）の任命方法の改善

主任制度は、年々定着してきているとし、しかし、未

だに主任手当拠出等がみられるとの現状認識を示し、さ

らに、適任者を得るため、主任（部長）の任命方法を改

善するとしている。必置部長については、現行の校長が

命じ事後教育員会に報告する事後報告制から事前に教育

委員会の承認を得て校長が命じる事前承認制に、また任

意設置部長については、現行では、特に定がないものか

ら、改めて、校長が命じ教育委員会に報告する事後報告

制に、変更するとしている。主任任命方法の他府県状況

によれば、校長の意見を聞いて教育委員会が命じるもの

（教育委員会任命）13県、事前承認制10県、事後報告制
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24都道府県となっている。

④ 盲、聾、養護学校部主事設置

学校教育法施行規則第73条の５を根拠とする盲、聾、

養護学校部主事については任意設置であるが、新たに設

置するとし、部主事は、教諭をもって充て、校長の意見

を聞いて教育委員会が命じるものとすると提示している。

部主事設置の他府県状況は、ほとんど設置済みで未設置

５府県のみとなっている。部主事設置に伴う新たな予算

措置は、教職員給与費として10,152,000円を必要額とし

て算定している。

⑤ 教職員の服務

現状において、教職員の服務に関し一本化した規定が

ないので、服務に関する総則的な規定を設けることとし、

併せて、「京都府立学校職員服務規程（仮称）」（教育長

訓令）を制定するとしている。

⑥ 研修

教員の資質向上は、研修によるところが大きいとし、

研修の成果を一層上げるため、教育委員会が企画し実施

する研修の奨励と、校内研修計画の策定、教育委員会へ

の報告について、規定するとしている。研修規定の他府

県状況については、ほとんど未制定で、７県のみが学校

管理規則に研修規定を設けている。このような状況にあ

るのは、官制研修に対する根強い抵抗感がこの当時全国

的にあったものと思料される。

� 枠組み

第１章 総則（１趣旨、２分校、課程、学科等、３修業

年限及び在学期間、４通学区域、５学則及び校内規程）、

第２章 学年、学期及び休業日（６学年及び学期、７休業

日、８臨時休業）、第３章 教育活動（９教育課程の編成、

10教育課程の承認及び届出、11校外活動、12宿泊を伴う教

育活動、13事故の報告）、第４章 教材用図書及び教材の

取扱（14教科用図書、15教材の取扱）、第５章 単位の認

定及び卒業（16単位の認定、17卒業、18卒業証書及び修了

証書、19原級留置）、第６章 組織編制（20職員、21職員

会議、22校務分掌、23部、24・25部長、26部長の職務、27

盲、聾、養護学校の部の主事、28舎監、29教科担任及び学

級担任）、第７章 服務（30服務義務、31その他の服務）、

第８章 研修（32研修の奨励、33研修計画）、第９章 施

設等の管理（34施設等の管理、35防災の計画、36管理及び

利用）、第10章 入学、休学、転学及び退学（37募集定員

及び入学者選抜、38休学、39入学等、40編入学及び転入学

41出席停止）、第11章 表彰及び懲戒（42表彰、43懲戒、

44懲戒の報告）、第12章 寄宿舎（45寄宿舎）、第13章 通

信教育（46通信教育）、第14章 補則（47必要表簿、48委

任）、附則（１施行期日、２京都府立高等学校学事通則等

の廃止、３京都府立学校の分校、課程、学科等設置規則の

一部改正、４・５経過措置）

以上のような枠組み（目次）及び原案が提示されている。

� 学校管理規則整備に係る庁内アクター

管理課－防災計画の基準、教職員課－服務規程、学校教

育課－盲、聾、養護学校関係、教育課程の編成基準、募集

定員及び入学者選抜の教育委員会告示等、高校教育課－学

則改正案準則、入学者選抜要綱、通信教育、保健体育課－

事故災害報告要領、関係各課－規則運用上の基準

� 学校管理規則調整に係る外部アクター

府立校長会－学則準則の検討等、市町村教育委員会－全

体調整

� 意思決定及び関係課長会議に係るアクター

学校管理規則制定に関わる取扱い等については、庁内の

マル秘扱いとなり、起案文書のフローは、担当者→主幹→

課長となっている。また、同会議の参加者は、総務課長、

管理課長、教職員課長、学校教育課長、高校教育課長、保

健体育課長である。

� 事務日程等にみられる学校管理規則の制定過程

前述の通り、学校管理規則は、施設・設備、組織編制、

教育課程など、各項目、つまり、それぞれの基本政策を総

則化したものであり、庁内各課、庁外関係団体など調整・

決定などの会議や日程など進行計画を示す事務日程資料が

作成されている。図１は、事務日程等の資料から図式化し

たもので、課題設定、規則立案、規則決定及び規則実施ま

でが計画されている。この制定過程は、他の行政規則につ

いても一般的に当てはまるものである。しかし、実際の事

務作業は、図１の通りとはならず、図２のように変更され、

同規則の各規定は絶えず修正されることになる。

図１に見られるように、関係団体等についての調整の場

合、例えば、京都府立校長会に対して、関係ある項目につ

いては通常の情報交換は勿論のこと、具体案についての提

案や検討結果など、情報交換がなされる予定になっている。

市町村教育委員会に対して、小中学校管理規則一部改正も

あり得ることから、調整を行う予定になっている。

この規則制定に係わるアクターは、様々な会議の参加者

と、その機能の分析から解明される。
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２．昭和62年10月22日の政策会議提出資料

政策会議は、教育委員会の主要政策について、教育委員

会事務局幹部と関係課が出席するもので、教育長、教育次

長、管理課長、指導部長、関係課長などがメンバーとなる。

同会議に提出される資料は、基本的には関係課長会議と

同じものであり、特に議論の中心が主要政策となるため、

その関係資料を主に使用することになる。

� 主要政策

① 府立高等学校の長期休業日の期日の特定

所管課の高校教育課は、冬季休業日を従来の12月21日

から翌年１月７日まで（学則）から12月25日から翌年１

月７日までとする改正案を提示し、冬季休業日の開始日

を12月21日以前とするのは京都府を除いて４県、25日以

降とするのは33府県、その他９県となるような全国状況

にあり、したがって、他府県並みの25日以降とするべき

であると主張するとともに、実施上の課題として、休業

中に実施していた補習授業、学習合宿やスキー研修等の

実施計画に工夫を要するとし、さらに、授業日延長に伴

う学校運営費が7,368,000円必要であるとしている。

盲、聾及び養護学校の冬季休業日の設定については、

所管課の学校教育課は、２案提示し、対外的理由と問題

点を挙げている。A案は、現行の改正案（25日以降）

であり、府立学校の休業日が統一できる反面、４日間の

延長が、スクールバス、寄宿舎等の学校運営費などの増

額が必要になること、小学部低学年児童の時数が標準時

数に比して、大幅に増えるなど負担が大きいことなどで

ある。B案は、現行（21日以降）そのもので、小学部児

童と高等部生徒の授業日が同じであるので、問題はない

ものの、中学部（現行25日以降）がＢ案となった場合、

小中高が同一の冬季休業日開始となり、保護者等から授

業日延長の要望が出てくるなど挙げている。

② 職員会議の関する規定

所管課の高校教育課から、修正案として、「第21条

校長は、校務運営上必要と認めるときは職員会議を開く
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ことができる。２ 職員会議は、校長が招集し、主宰す

る。３ 前２項に定めるもののほか、職員会議について

必要な事項は、校長が定める。」とし、修正理由として、

職員会議は補助機関であり、校内における特別な組織で

はないことを明確にするとしている。

③ 部長の任命方法

所管課の高校教育課からは、３段階の任命方法を提案

している。A方式は教務部長、B方式は進路指導部長、

生徒指導部長、保健部長、学年部長、学科部長、農場部

長、C方式は校長が必要に応じ設置する部の部長を対象

とする。A方式は、校長の意見を聞いて教育委員会が

命じるもので、他府県において13県が実施している。B

方式は、教育委員会の承認を得て校長が命じるもので、

他府県において10県が実施している。C方式は、校長が

命じ教育委員会に報告するもので、他府県において23県

が実施している。３段階方式を採用している都道府県は、

全くない。主任手当については、A方式については、

独自増額措置として１日400円（現行200円）、B方式に

ついては、１日200円（現行200円）（保健部長対象外）、

C方式は支給しないとしている。その趣旨としては、校

長を頂点とする学校の管理運営体制を推進し、併せて、

部長の自覚を高めて学校運営の円滑化並びに適正化を図

るとしているが、教職員団体から差別と分断を持ち込む

としての反発が予想される、A方式による部長の中に

は、心理的な圧迫を感じるものも出ることが予想される、

との懸念も表明されている。

部主事設置について担当課の学校教育課から、部主事

の主な職務内容は、部の仕事全体を掌握し処理する、校

長・教頭の職務を補佐する立場で部の校務の総括をする、

管理職の立場で、所属職員の服務掌握を始め、校長・教

頭の指示を受けて管理、指導両面に当たる、とし、その

効果として、部の校務を統括させることにより、従来、

曖昧であった部の責任と役割を明確にすることができる、

校長・教頭・主事・主任の立場と役割を明確にすること

により、校長を中心とした学校運営体制を確立すること

が可能となり、府の求める公教育としての障害児教育を

充実することができる、すべての問題の処理が校長・教

頭に集中していたが、少なくとも部の業務処理に関して

は、専決規定があれば主事限りで処理可能となる、学部

会議の招集、主宰ができる、などその長所を挙げて提示

している。

④ 京都府立学校職員服務規程（案）

所管課の教職員課からは、服務規程についての概要が

示されている。制定目的としては、現在、府立学校に勤

務する職員の服務について、個別に適用されている教育

長通達及び通知等を一本化し、服務に関する事項全般に

ついての体系化を図るとしている。この点では、学校管

理規則と同趣旨である。その基本的観点は、原則として、

現行の取扱いを追認する、根拠又は運用が不明確であっ

た事項については明確化し、整理を図る（例：出勤簿の

押印義務、校長の府外出張）、手続き面の簡素化（例：

校長の年休承認権者）を図る、としている。

規定内容の課題として、出勤（第７条）に関しては、

出勤時刻の厳守、出勤時における出勤簿押印義務であり、

研修（第11条）に関しては、教育公務員特例法第20条第

２項に規定する研修（勤務場所を離れて行う研修）を行

おうとするとき、事前に研修計画書、事後に研修報告書

を校長へ提出する義務である。旅行届け（第15条）につ

いては、職員の３日以上の私事旅行は、理由、期間、旅

行先の届出義務であり、非常災害時の服務等（第20条）

については、最後に退出する職員の火気、戸締まり点検

の確認義務、休日等の非常変災時の服務、であるとして

いるが、出勤時刻の厳守、出勤時における出勤簿押印義

務、教特法第20条第２項のいわゆる校外研修権や自宅研

修権と称せられるこの規定における、事前研修計画書、

事後研修報告書の提出する義務、３日以上の私事旅行の

取扱い、退出時の点検等は、容易には、進展しないであ

ろう。規定整備については管理運営事項であるが、個別

の条項は、勤務条件の該当如何によっては職員団体との

交渉も考えなくてはならない。実際には、昭和62年度整

備を目途にしていたが、見送られることとなった。

⑤ 研修に関する規定

この規定の全国的な設置状況が少ないことから、特色

の一つとして設置することも設置理由の一部である。こ

の規定の原案「（研修）第32条 校長は、教育委員会が

企画し、実施する研修を職員が受けることについて、特

に配慮しなければならない。（研修計画）第33条 校長

は、年度初めに、校内で実施する研修計画を立て、教育

委員会に報告しなければならない。」を、修正案「（研修）

第32条 校長は、職員が職責を遂行するために必要な研

修を実施しなければならない。２ 校長は、京都府総合

教育センター等が実施する研修を職員が受けることにつ

いて、特に配慮しなければならない。３ 校長は、年度

初めに当該年度校内で実施する研修計画及び前年度の研
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修状況を教育委員会に報告するものとする。」に修正す

るとし、その修正理由を、校長に校内研修の実施義務を

課し、実施主体を具体化するとともに実施状況について

報告義務を課すとしている。このねらいは、校内研修計

画立案・実施義務と職員への研修奨励であるが、教育セ

ンターなどのいわゆる官制研修への積極的参加の促進に

あるといえよう。しかし、最終案の段階において、任命

権者主催研修の参加配慮事項は本条から削除され、新た

に施行通知に挿入された。

⑥ 管理規則諸規定に伴う市町村指導

管理規則整備については、市町村に対して、昭和58年

３月に府の準則を示し、整備済みで、再整備は求めない

としている。主任の任命方法については、市町村に対し

て、昭和55年３月に「小中学校における校務分担する組

織等に関する規則」を制定し、いわゆるC方式を示し

ているが、このC方式を府教委の選択する方法に変え

るとしている。服務規程については、市町村は現在未整

備であるが、府教委からはモデル案を示し、その整備は

市町村の主体的な判断に任せるとし、ただし、モデル案

については、強制力ではなく、指導事項にするとしてい

る。職員会議の性格・運営の明確化については、市町村

においては整備されていないが、昭和60年３月の府教育

長通達を踏まえ、各市町村教育長名で、小中学校に通達

を出させて、府教委との整合性を図っている。府立学校

の管理運営に関する規則の整備状況をにらみながら、市

町村教委の規則改正日程を踏まえ、規定整備のための調

整計画が示されている。

⑦ 管理規則諸規定に伴う府立学校の調整日程

ほぼ図１のような日程が示されている。

⑥、⑦には、市町村教育長部会や府立校長会など、さら

には、職員団体等の交渉日程も示され、いわゆる管理規則

整備に係る関係団体等への全体調整計画といえるであろう。

３．昭和62年10月27日の教育庁法令審議会幹事会の提出資

料

資料としては、従来と同じ規則案、新たに追加した運用

に当たっての留意事項、形式上の判断をするため、県立高

等学校管理に関する規則の準則、を提示している。

教育庁法令審議委員会について、以下に説明する。

京都府教育庁法令審議委員会規程（昭和48年10月１日、

京都府教育委員会教育長訓令第５号）によれば、組織は、

委員長、副委員長、委員で構成され、委員長は教育次長、

副委員長は各部長、委員は各課長を充てる。会議は必要に

応じ、委員長が招集し、府条例及び教育委員会規則の制定

並びに改廃に関すること、重要かつ異例の法令の解釈及び

運用に関すること、その他委員長が付議を要すると認めた

もの、を審議する。今回は、規則制定にあたるため、法令

審議委員会が開催され審議されることになっている。この

規程によれば、委員会には幹事が設置され、審議事項に対

する調査、予備審査及び調整を行うとされている（第６条）。

この規定を根拠として、同幹事会は、各課庶務係の主任で

構成され、学校管理規則案の調査、予備審査及び調整を行

うことになっている。

４．昭和62年11月12日の教育委員協議会の提出資料

教育委員協議会に協議する資料として、経過、目的、主

要事項、教育委員会規則案が提示されている。この場合の

提出資料起案文書の最終決裁者は、指導部長である。

又、昭和62年12月１日に、地方機関の教育局長会が開催

され、管理規則の原案が提示されている。これは、後日、

市町村との調整に関わる地方機関への趣旨の徹底にあると

思われる。この前後においても管理規則の各項目の規定修

正は絶えず続くことになる。このことについては、表１～

３でその一部を整理している。

５．昭和62年12月４日の教育庁法令審議委員会の提出資料

京都府教育庁法令審議委員会が開会されることになり、

委員長に送付した資料である。理由書、根拠となる法令や

審議のための必要資料も含まれているため今までのすべて

の資料が対象となっている。同委員会提出資料関係起案文

書の最終決裁者は、指導部長である。

６．昭和62年12月11日の教育委員協議会の事前協議資料

資料は、京都府立学校の管理運営に関する規則そのもの

である。この事前協議起案の最終決裁者は教育長であり、

管理部長、総務課、教職員課、管理課、学校教育課、保健

体育科の各課長、各主幹が合議となっている。なお、規則

案は、12月18日教育委員会議決、12月19日公布という予定

と付記されている。

７．昭和62年12月18日の教育委員会議決資料

この規則案は、教育委員全員一致で議決されている。そ

の後、12月19日付の広報に登載され12月19日付で関係機関

等へ制定通知をしている。同規則の施行日は、昭和63年１

月10日である。教育委員会への議案提出起案文書は、事前
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協議起案文書と同じように順次回議され、教育長が最終決

裁者となる。

８．その他、学校管理規則制定施行に係る関係機関等への

教育長通知

各府立学校長、各市町村（組合）教育委員会教育長、各

教育局長、各教育機関の長宛に、「このたび、別添の通り、

京都府立学校の管理運営に関する規則（昭和62年京都府教

育委員会規則第８号）が昭和62年12月19日に公布され、昭

和63年１月10日から施行されることになりましたので通知

します。（規則写添付）」という教育長通知が昭和63年１月

９日付で出された。また、文部省教育助成局地方課教育委

員会係長宛に、昭和62年12月21日付で事務連絡として、京

都府立学校の管理運営規則の制定を報告している。

９．その他、学校管理規則議決直後の府立校長会における

教育長挨拶の趣旨概要

12月18日（17日）、午後13時30分～16時30分より府立校

長会が開催される。この中で、教育長は、学校管理規則制

定について、以下のことを述べている。

……公布日以降、教職員に規則の徹底をお願いしたい。

その制定趣旨は、府民、父母、生徒の本府教育の寄せる期

待に応え、高校教育制度や障害児教育の充実・発展させる

ために制定したものである。学校においては、適切な教育

課程が編成され、それによって教科書、副教材が適切に決

められ使用されることを規定した。また、学校行事が教育

的効果的に行われるためには、教育的な組織が整備されな

くてはならない。そこで、学校長が責任を持って編制する

ことができるように示した。また、高校教育を適正に実施

するために制定した規則であるから、公教育を民主主義の

ルールに沿って適正に実施することであり、教育公務員は

この規則を遵守する義務を負っていることを理解しなけれ

ばならない。職員会議等もこの精神に則り盛り込んだ。部

長の任命方法については、校長が責任を持って任命できる

よう、教育委員会の承認を必要とする部長の任命方法にし

た。職員会議については、校長の補助機関であり校長が主

宰するとし、必要に応じて開くことを明確にした。研修に

ついては、校長に研修の実施義務規定を設け、研修計画や

研修状況の報告義務を求めた。冬季休業日については、他

府県は12月25日からとなっているが、授業日の内容に力点

を置き内容の整理が先決と考え、現行通り12月21日とした。

各校の年間の教育計画を見直していただきたい。盲、聾、

養護学校の部主事設置については、現在設置していないが、

小・中・高等部が混在し、学校運営が複雑で苦労も多いた

め、円滑な運営のために部主事を設置することとした。……

10．その他、報道関係と教組

12月19日京都新聞朝刊には、「府教委が学校管理運営規

則 主任、事前承認制に校長の権限強化、職員会議補助機

関と明記」と見出しがあり、規則概要を紹介し、部長任命

について、55年の主任制導入時には、校長の事後報告制で

あったものを事前承認制に変更され、そのことは近畿では

初めてであるとし、職員会議の性格は校長の補助機関であ

ると明確に位置づけ、校長が必要なときに置くことができ

ると述べ、この他に研修規定を取り上げて、職員会議の性

格、教職員の研修に関する条項を持つ管理運営規則は、全

国で埼玉、千葉、熊本だけであると述べている。府教委の

教育委員長が今年２月府議会において制定方針を明らかに

してから、検討作業に入ったとしている。同じ紙面に京教

組、府立高教組が「民主教育を破壊」と抗議声明、とあり、

「京都の民主教育の破壊をねらったもので、撤回を求める」

との抗議声明を掲載している。同日の同紙朝刊に京都府の

学校管理運営規則制定について解説欄を設けて、「現場締

め付け強化 教組抵抗必死」の見出しで、新高校教育制度

実施２年以上になるのに、一部学校でみられる、府立高校

模試の非協力教職員、入学式・卒業式の日の丸掲揚、類型

別クラス編成、職員会議の議決機関の位置づけ、主任の公

選は、校長の思う通りの学校運営ができないと府教委が分

析し、校長への締め付けを強化してきたと述べ、同規則は、

「学校運営の正常化」の切り札として、また、校長の後ろ

盾となっていると述べるとともに、一方教組は、規則の空

洞化をめざしていると述べている。又、京都新聞は、同日

の朝刊に社説でこの問題を取り上げ、規則制定によって、

内蔵する諸問題が氷解するとは考えられないとし、従前も

まして弾力的な対応の中で、合意形成に努力すべきである

と述べている。その他の新聞のうち、毎日新聞は、「校長

の権限を明確に」の見出しをつけていてその概要を述べて

いる。朝日新聞は、「運営規則を決め学校管理強化」の見

出しで、その概要を述べている。読売新聞朝刊は、革新府

政が28年間続いた京都は、全国で唯一の未制定だっただけ

に、教組などは強く反発しているとし、産経新聞朝刊は、

職員会議の補助機関を特に取り上げ、説明している。京都

新聞以外は、いずれも簡潔に報道している。

教組等の動きについては、京教組、府立高教組から、12

月18日付で、府教委の府立学校管理運営規則の強行に断固

抗議するとの声明が出されている。又、府教委に対して、
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抗議と規則撤回の申入れが行われた。

2�2 キーパーソンとなるアクターへのインタビュー

平成23年９月８日、14時30分から16時までインタビュー

を行った。本人の希望により、録音はしていない。その概

要について述べる。

以前から、文部省、府議会、PTAなどから、学校管理

規則制定の声はあったが、昭和53年以降、新高校教育制度

実現に向けて取り組んでおり、府立学校の管理運営規則制

定については、小中学校に対して昭和58年に準則を示した

のみで取り組む余裕がなかった。当時の府教委は、新高校

教育制度実施に傾注していた。（主要なアクターについて）

誰が、どのような役割を果たしたというより、関係団体等

から学校の適正な管理に対する要望は強く、昭和60年４月

からの新高校教育制度実施以降、国旗・国歌問題、府立高

校模擬試験、適正な学校管理など、取り組むべき課題が山

積し、その課題解決に向けて専念せざるを得ない状況にあっ

た。直接的には、昭和62年２月府議会において、当時の教

育委員長が、学校管理運営規則の整備について、対処する

と表明したことが発端となった。昭和62年度からは、学校

管理運営規則と服務規程の整備に取り組むことになった。

敢えていえば、（アクターとして）重要な役割を果たした

のは、指導部長（高校教育制度実施時、昭和62年４月から

は教育庁理事）であろう。冬季休業日の改正ができなかっ

たのは、校長会が反対したからである、などである。

2�3 京都府議会定例会に係る質疑応答会議録

（昭和60年から昭和62年）の調査

昭和60年から昭和62年までの府議会一般質問に対する理

事者側の答弁のうち、特に教育問題に焦点を当て調査をし

たが、日本共産党以外の政党が知事与党（自民党、新政党、

公明党、日本社会党）であることもあり、教育問題の多く

は、昭和60年４月から実施された新高校教育制度について

であり、その関与状況についていえば、自由民主党は強力

に推進する立場を、日本共産党は、強力に反対する立場を

鮮明にし、日本社会党や公明党などは、穏やかな推進とい

う立場にあると思われる。これは、従前の知事選において、

教育問題として高校３原則が最大の争点となり、これまで

28年間続いた蜷川虎三知事から昭和53年４月林田悠紀夫知

事に変わり、さらに昭和61年４月荒巻禎一知事になってか

らもこの争点は変化することなく、知事選終了後における

府議会等においても、その脈絡上にあるといえる。ここで

は、直接的に学校管理規則制定につながる府議会議員と理

事者側の質疑応答を3件発見することができたため、その

うち２件は２月議会と６月議会のもので同趣旨であるため

２月議会を、後の１件は９月議会を取り上げることにする。

１．昭和62年２月９日府議会定例会一般質問において、保

守系Y議員の質問と、T府教育委員長の答弁

○Y議員の質問

……最後に教育問題についてお尋ねします。

まず、昭和60年度実施された高等学校教育制度は、高

等学校の積極的な取組みによってその内容が充実しつつ

あると聞いておりまして、府立高校の活性化に多くの府

民が期待を寄せているところでありますが、改めて、こ

の制度改善の趣旨、目的を再認識し、高校教育の今日的

課題の解決に向けて早急に対処すべき問題を提起して、

教育委員会のご見解をお伺いするものです。……（この

後、特色ある学校づくりや教育活動の活性化には、校長

を中心とした学校体制の確立と教職員一致した取組みが

必要なこと、教職員が教育公務員として責任を自覚し校

長を最高の責任者とする組織体の一員として教育実践に

当たる必要があること、分掌の部長、主任等は、学校の

中核として重要な職責であり、管理職と一体となって教

育活動を推進する立場であることなどを述べ、仄聞した

こととして、一部の教職員が偏向した運動論に固執して、

校長の教育方針に反対し、対外的にも勝手な言動をとる

など、例を挙げ）、極めて遺憾なことといわざるを得ま

せん。こうした事態をなくすためには、教職員の研修を

充実して、部長、主任の役割についてはもちろんのこと、

教育公務員として果たすべき当然の責任を十分自覚する

よう指導を強めることが第一でありますが、同時に、学

校の管理運営に関する課題として、規則上の整備を図り、

組織編制や責任体制が学校運営の上で明確に位置づけら

れることが大切であると考えるのです。ところで、……

（職員団体の印刷物をたまたま目にすることがあり、驚

いたことに、学校教育法施行規則改正による主任任命制

度発足から久しいのに、いまだに、選挙によって部長、

主任が決定されている事実があるとして）……、昭和60

年に教育長通達によって職員会議の規定が整備改善され

たはずでありますが、実態は、まだまだ本来あるべき姿

にほど遠いというのが事実のようです。全国の都道府県

で、設置者の学校管理運営規則を定めておらない例は、

本府の府立高校以外にはないということでありますが、

これは早急に改めるべきことではないかと考えるもので

あります。（その後の言説は、同じ趣旨のことなどが述

べられているので省略する）……次に、府立高校が一日
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も早く正常な学校体制を確立して、文字通り、特色ある

学校として教育活動の活性化を図るため、先に述べた本

府の学校管理運営規則を制定することが喫緊の課題だと

考えますが、教育委員会の御所見をお伺いしたいと思い

ます。……

○T府教育委員長答弁

今日、校長を中心として学校全体が一致して特色ある

学校づくりに取り組む必要性が一段と高まってきており

ます。そのため、教職員が教育公務員としての自覚を一

層高めるとともに、それぞれの学校が適切な組織を編制

し教育を推進することが大切であると考えております。

ただいまご質問ございました学校管理運営に係る規則に

ついてでございますが、従来府立学校につきましては個

別の規則等により対応してまいりましたが、今後これら

を整備し体系化いたすとともに、必要な改善を加える必

要があると考えております。又、本府を除くすべての他

の都道府県において学校管理運営規則が整備されている

状況もございますので、今後十分検討を重ね、前向きに

対処して参りたいと考えております。…

昭和62年２月９日府議会において、Y議員が学校管理

運営上の具体的な問題を挙げ、従来からの個別に規則、通

達などによる指導は十分でないとして、学校管理運営規則

制定を迫ったことに対して、府教委として、初めて、その

整備の必要性を認め、抽象的ではあるが検討を表明した。

その後、同年６月府議会においても、保守系H議員から

同趣旨の質問があり、府教育委員長から同趣旨の答弁をし

ている。

２．昭和62年９月28日府議会定例会一般質問において、保

守系K議員の質問と、T府教育委員長の答弁

○K議員の質問

……次に、府立学校管理運営規則の制定についてお尋ね

をします。教育委員会と学校との関係を明確にし、学校

の管理運営の適正化を図り、学校の機能を効率的に発揮

させるために、学校管理運営規則を教育委員会規則で定

める必要があり、教育関係法で義務づけられていること

はご承知の通りであります。このことにつきましては、

私は十数年来、機会あるごとに申し上げてまいりました。

また、……（２月、６月府議会において、Y議員、H

議員が早期制定要望をしたこと、それに対して、前向き

に検討すると教育委員会が答弁したことを述べて、）……

教育委員会は、学校運営を適正にするため、本年度になっ

てからも校長会議を始めいろいろな機会に、校長の職制

の再認識、学校運営の適正化の指導を繰り返されて、一

定改善されていることも聞いております。しかし、……

（府立高校独自模試に関して、職員会議で多数決による

反対したりして実施できなかった学校があるやに聞いて

いる。議会の審議や運動体の方針決定とは異なり、学校

の教育内容などを多数決で決めることは危険な思考であ

る。生徒、保護者は先生を選べない。高校を選ぶ自由も

京都にはまだ十分に保障されていないとして）、……府

民の付託を受け公教育を行っております府立高校におい

て、教育委員会の方針や校長の意思に反し、又生徒や保

護者の期待に応えようとしないばかりか、職員団体の司

令の前には手段を選ばない一部教職員に対しては毅然と

した対処をすべきであると考えます。９月17日の府立校

長会議で教育長は「一部の学校において模擬試験の実施

に関する職員会議の運営に適正を欠いた。職員会議は校

長の補助機関であり、校長の職責において適正、円滑な

学校運営をするよう」にと改めて強く指示されたようで

ありますが、一日も早い職員会議の正常化を期待するも

のであります。

一方、私は校長会などで指示や訓示を繰り返すだけで

なく「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基

づいて、府立学校に関する管理運営規則を制定すべきが

急務であると考えるものであります。全国の都道府県で

設置者の学校管理運営規則が定められていないのは一に

京都府だけという状況にあります。一日も早く校長の職

制を確立し、円滑な学校運営をするために管理運営規則

の制定が緊急のことと存じますが、教育委員会はいつ制

定するつもりなのか、この際、その時期を明確に示し、

再度答弁をお願いしたいと存じます。……

○T教育委員長答弁

K議員のご質問のうち府立学校の管理運営規則につ

いてお答えします。府立学校の学校運営や職員会議の在

り方につきましては、引き続き強力な指導を致しいると

ころでございまして、先日も校長会議で指示したところ

でございます。一日も早くすべての学校で校長を頂点と

した学校運営が行われるよう、さらに指導を徹底いたし

ますとともに、本年度中には府立学校の管理運営規則を

制定するよう準備を進めているところでございます。……

昭和62年９月28日府議会の一般質問において、K議員

が、具体的に職員会議の問題を挙げ、学校管理運営規則の

制定時期を質問したことに対して、府教育委員長は、本年
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度中つまり昭和62年度中と初めて、制定時期を明らかにし

た。又、K議員は、この問題を十数年来言い続けてきて

いるといっている。かなり以前から、議会において、学校

管理運営規則の制定が課題と認識されていたことになる。

さらに、府教育委員長は、学校の組織編制のあるべき姿を、

「校長が頂点とした学校運営……」と表現し教職員組織と

してライン型組織の構築を目指していることを、明らかに

している。

2�4 学校管理規則制定に係る行政文書にみられる

同規則の修正経過

表１ 学校管理規則目次修正経過は、各種会議のたびに、

目次原案の修正経過を整理したものである。昭和62年11月

12日の教育委員協議会には、新たな項目として、「第11章

授業料及び入学料（第39条・第40条）」が挿入され、昭和

62年12月11日の教育委員会事前協議に「第15章 文書等

（第43条）」が挿入されている。いずれも、学校運営にとっ

て必要な事項を整備したにすぎないが、後者は、「（文書等）

第43条第２項 学校における文書の取扱いについては、教

育長が定める。」と規定されており、文書の取扱いについ

ては、既に京都府立学校文書取扱規程（教育長訓令）制定

方針が決定されたもので、実際には、昭和63年３月26日に

制定された。この文書取扱規程のねらいは、一般的には、

昭和63年10月から施行予定の「京都府情報公開条例」によ

り公文書の公開が実施されるに伴い、学校においても文書

の適正な整理・保存を徹底する必要があるためとしている

が、全面的な稟議制導入を図るもので、学校の管理運営体

制の整備、適正化の一環として規程整備が行われたもので

ある（石村2010）。

表２ 冬季休業日に係る規定修正経過は、各種会議のた

びに冬季休業日規定案の修正経過を整理したものである。

この規定は、冬季休業日短縮、即ち、授業日延長問題であ

るが、府立高校と盲、聾、養護学校の冬季休業日が一致し

ない、授業日延長による予算措置の必要性などの問題があっ
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表１ 学校管理規則目次の修正経過

関係課長会議

（昭和62年10月５日）

教育庁法令審議委員会幹事

会（昭和62年10月27日）

教育委員協議会

（昭和62年11月12日）

教育庁法令審議委員会

（昭和62年12月４日）

教育委員協議会の事前協議

（昭和62年12月11日）

教育委員会議決

（昭和62年12月18日）

第１章 総則

（第１条－第５条）

第１章 総則

（第１条－第５条）

第１章 総則

（第１条－第５条）

第１章 総則

（第１条－第５条）

第１章 総則

（第１条－第５条）

第１章 総則

（第１条－第５条）

第２章 学年、学期及び休

業日（第６条－第８条）

第２章 学年、学期及び休

業日（第６条－第８条）

第２章 学年、学期及び休

業日（第６条－第８条）

第２章 学年、学期及び休

業日（第６条－第８条）

第２章 学年、学期及び休

業日（第６条－第８条）

第２章 学年、学期及び休

業日（第６条－第８条）

第３章 教育活動

（第９条－第13条）

第３章 教育活動

（第９条－第13条）

第３章 教育活動

（第９条－第13条）

第３章 教育活動

（第９条－第13条）

第３章 教育活動

（第９条－第13条）

第３章 教育活動

（第９条－第13条）

第４章 教科用図書及び教

材の取扱い

（第14条－第15条）

第４章 教科用図書及び教

材の取扱い

（第14条・第15条）

第４章 教科用図書及び教

材の取扱い

（第14条・第15条）

第４章 教科用図書及び教

材の取扱い

（第14条・第15条）

第４章 教科用図書及び教

材の取扱い

（第14条・第15条）

第４章 教科用図書及び教

材の取扱い

（第14条・第15条）

第５章 単位の認定及び卒

業（第16条－第19条）

第５章 単位の認定及び卒

業（第16条－第19条）

第５章 単位の認定、卒業

及び修了（第16条－第18条）

第５章 単位の認定、卒業

及び修了（第16条－第18条）

第５章 単位の認定、卒業

及び修了（第16条－第18条）

第５章 単位の認定、卒業

及び修了（第16条－第18条）

第６章 組織編成

（第20条－第29条）

第６章 組織編成

（第20条－第29条）

第６章 組織編成

（第19条－第28条）

第６章 組織編成

（第19条－第28条）

第６章 組織編成

（第19条－第27条）

第６章 組織編成

（第19条－第27条）

第７章 服務

（第30条－31条）

第７章 服務

（第30条・31条）

第７章 服務

（第29条・30条）

第７章 服務

（第29条）

第７章 服務

（第28条）

第７章 服務

（第28条）

第８章 研修

（第32条－33条）

第８章 研修

（第32条）

第８章 研修

（第31条）

第８章 研修

（第30条）

第８章 研修

（第29条）

第８章 研修

（第29条）

第９章 施設等の管理

（第34条－36条）

第９章 施設等の管理

（第33条－35条）

第９章 施設等の管理

（第32条・33条）

第９章 施設等の管理

（第31条・第32条）

第９章 施設等の管理

（第30条・第31条）

第９章 施設等の管理

（第30条・第31条）

第10章 入学、休学、転学

及び退学

（第37条－第41条）

第10章 入学、休学、転学

及び退学

（第36条－第40条）

第10章 入学、休学、転学

及び退学

（第34条－第38条）

第10章 入学、休学、転学

及び退学等

（第33条－第36条）

第10章 入学、休学、転学

及び退学等

（第32条－第35条）

第10章 入学、休学、転学、

退学等

（第32条－第35条）

第11章 表彰及び懲戒

（第42条－第44条）

第11章 表彰及び懲戒

（第41条－第43条）

第11章 授業料及び入学料

（第39条・第40条）

第11章 授業料及び入学料

（第37条・第38条）

第11章 授業料及び入学料

（第36条・第37条）

第11章 授業料及び入学料

（第36条・第37条）

第12章 寄宿舎

（第46条）

第12章 寄宿舎

（第44条）

第12章 表彰及び懲戒

（第41条－第43条）

第12章 表彰及び懲戒

（第39条－第41条）

第12章 表彰及び懲戒

（第38条－第40条）

第12章 表彰及び懲戒

（第38条－第40条）

第13章 通信教育（第46条） 第13章 通信教育（第45条） 第13章 寄宿舎（第44条） 第13章 寄宿舎（第42条） 第13章 寄宿舎（第41条） 第13章 寄宿舎（第41条）

第14章 補則

（第47条・48条）

第14章 補則

（第46条・第47条）

第14章 通信教育

（第45条）

第14章 通信教育

（第43条）

第14章 通信教育

（第42条）

第14章 通信教育

（第42条）

附則 附則 第15章 補則

（第46条・第47条）

第15章 補則

（第44条・第45条）

第15章 文書等

（第43条）

第15章 文書等

（第43条）

附則 附則 第16条 補則（第44条） 第16条 補則（第44条）

附則

下線部は、前回に比べて、修正箇所を示す。



たが、原案としては現行の改正案を提示していた。しかし、

昭和62年11月12日の教育委員協議会においては、改正案が

修正されて、現行に戻された。その理由は、この間、校長

会との調整で、校長会が改正案を受け入れなかったためで

ある。11月12日以後から修正されることはなかった。

表３ 教育課程編成に係る規定修正経過は、各種会議の

たびに教育課程規定案の修正過程を整理したものである。

この規定は、教育権論争そのものを示すもので、いわゆる

教育課程編成権問題であるが、教育課程の編成者は校長で

あるとして、校長の権限と責任を明示し、学校における教

育課程編成権論争に決着を図るものであった。その上、教

育課程編成の暴走を回避するため、改めて、校長が編成す

る際、法令、学習指導要領、教育長の定める教育課程編成

基準に基づくことを明示している。この規定の趣旨は一貫

して変更することはなかったが、教育委員会会議の議決直

前まで修正が行われている。

表４ 部長の任命規定修正経過は、各種会議のたびに部

長の任命規定案の修正過程を整理したものである。原案段

階では、部長の３段階任命方式と、A方式の主任手当の

通常２倍増額案を示していたが、結局B方式、いわゆる

教育委員会の事前承認制を提示したのである。他の箇所に

おいて修正箇所はあるものの、その趣旨は変わっていない。

表５ 職員会議規定修正経過は、各種会議開催のたびご

とに、提示される職員会議規定案の修正過程を整理したも

のである。原案（10月５日）は、昭和60年３月「職員会議

の在り方について」教育長通達を条文の形に整理したもの

であるが、第２項の表現は、職員会議が任意設置であり、

補助機関であると解釈できるとはいえ、「主宰」の解釈次

第では、論議を生むことになるであろう。第３項は、昭和

60年の職員会議の通達にはないもので、議題や職員会議の
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表２ 冬季休業日に係る規定修正経過

下線部は、前回に比べて、修正箇所を示す。

表３ 教育課程編成に係る規定修正経過

関係課長会議（昭和62年10月５日）

第７条 学校の休業日は、次のとおりとする。

�冬季休業日 12月25日から翌年１月７日まで

�
教育庁法令審議委員会幹事会（昭和62年10月27日）

同上（修正なし）

�
教育委員協議会（昭和62年11月12日）

第７条 学校の休業日は、次のとおりとする。

�冬季休業日 12月21日から翌年１月７日まで

�
教育庁法令審議委員会（昭和62年12月４日）

同上（11月12日と同じ、修正なし）

�
教育委員協議会の事前協議（昭和62年12月11日）

同上（11月12日と同じ、修正なし）

�
教育委員会議決（昭和62年12月18日）

同上（11月12日と同じ、修正なし）

関係課長会議（昭和62年10月５日）

第９条 校長は、学習指導要領（盲学校及び聾学校の幼稚部

にあっては、幼稚園教育要領）及び教育委員会の定める基準

に基づき、教育課程を編成しなければならない。

�
教育庁法令審議委員会幹事会（昭和62年10月27日）

同上（修正なし）

�
教育委員協議会（昭和62年11月12日）

第９条 校長は、学習指導要領（盲学校及び聾学校の幼稚部

にあっては、幼稚園教育要領）及び京都府教育委員会教育長

（以下「教育長」という。）の定める基準に基づき、教育課程

を編成しなければならない。

�
教育庁法令審議委員会（昭和62年12月４日）

同上（11月12日と同じ、修正なし）

�
教育委員協議会の事前協議（昭和62年12月11日）

同上（11月12日と同じ、修正なし）

�
教育委員会議決（昭和62年12月18日）

第9条 校長は、法令、学習指導要領（盲学校及び聾学校の

幼稚部にあっては、幼稚園教育要領）及び京都府教育委員会

教育長（以下「教育長」という。）の定める基準に基づき、

教育課程を編成しなければならない。



運営等について校長の権限を改めて確認したものといえる。

この当時、職員会議規定を補助機関として位置づけた４県

のうち、「校長が主宰する」と表現しているのは、福岡県、

佐賀県、熊本県で、明確に、校長の職務を「補助」あるい

は「助け」としているのは千葉県、熊本県である。任意設

置については、佐賀県と熊本県でみられ、「校務運営上必

要と認めたとき」と表現している。10月27日の同規定には、

職員会議の任意設置を第１項で表現するねらいがあった。

11月12日の同規定は、第１項で、明確に補助機関であるこ

とを表現している。以後はより適切な表現に修正されてい

る。この職員会議規定に対して、実施運営上支障のないよ

う、また誤解を生むことのないよう明確な表現を追求する

姿勢がうかがえ、教育委員会が最も重要な課題と考えてい

たことがわかる。

３ 考 察

3�1 創発プロセス

学校管理規則制定の創発は、地方教育行政の組織及び運

営に関する法律第33条第１項に根拠を持つ制度的創発とい
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表４ 部長の任命規定修正経過

下線部は、前回に比べて、修正箇所を示す。

表５ 職員会議規定修正経過

関係課長会議（昭和62年10月５日）

第24条 前条第１項及び第２項の部に部長を置く。２ 前項

の部長は、当該学校の教諭（当分の間、保健部の部長にあっ

ては、養護教諭を含む。）の中から、教育委員会の承認を得

て、校長が命じる。

�
教育庁法令審議委員会幹事会（昭和62年10月27日）

同上（10月５日と同じ、修正なし）

�
教育委員協議会（昭和62年11月12日）

第23条 前条第１項の部に部長を置く。２ 前項の部長は、

当該学校の教諭（当分の間、保健部の部長にあっては、養護

教諭を含む。）の中から、教育委員会の承認を得て校長が命

じる。

�
教育庁法令審議委員会（昭和62年12月４日）

同上（11月12日と同じ、修正なし）

�
教育委員協議会の事前協議（昭和62年12月11日）

第21条 前条第１項の部に部長を置く。２ 前項の部長は、

当該学校の教諭（当分の間、保健部の部長にあっては、養護

教諭を含む。）の中から、教育委員会の承認を得て校長が命

じる。

�
教育委員会議決（昭和62年12月18日）

同上（12月18日と同じ、修正なし）

関係課長会議（昭和62年10月５日）

第21条 校長は、学校の運営を円滑かつ効果的に行うため、

職員会議を置く。２ 職員会議は、校長が必要があると認め

るときに、招集し、主宰する。３ 前２項に定めるもののほ

か、職員会議について必要な事項は、校長が定める。

�
教育庁法令審議委員会幹事会（昭和62年10月27日）

第21条 校長は、校務運営上必要と認めるときは、職員会議

を開くことができる。２ 職員会議は、校長が招集し、主宰

する。３ 前２項に定めるもののほか、職員会議について必

要な事項は、校長が定める。

�
教育委員協議会（昭和62年11月12日）

第20条 校長は、校務の執行を補助させるため、必要と認め

るときには、職員会議を開くことができる。２ 職員会議は、

校長が招集し、主宰する。３ 前２項に定めるもののほか、

職員会議について必要な事項は、校長が定める。

�
教育庁法令審議委員会（昭和62年12月４日）

第20条 校長は、校務の執行を補助させるため、必要と認め

るときには、職員会議を開くことができる。２ 職員会議は、

校長が主宰する。３ 前２項に定めるもののほか、職員会議

について必要な事項は、校長が定める。

�
教育委員協議会の事前協議（昭和62年12月11日）

第27条 校長は、校務を補助させるため、必要と認めるとき

には、職員会議を置くことができる。２ 職員会議は、校長

が招集し、主宰する。３ 前２項に定めるもののほか、職員

会議について必要な事項は、校長が定める。

�
教育委員会議決（昭和62年12月18日）

第27条 校長は、その職務を補助させるため、必要と認める

ときには、職員会議を置くことができる。２ 職員会議は、

校長が招集し、主宰する。３ 前２項に定めるもののほか、

職員会議につい必要な事項は、校長が定める。



えるものである。しかし、京都府教育委員会は、昭和58年

３月、市町村に学校管理規則の準則を示したものの、府立

学校の管理規則を制定しなかったのである。昭和53年以前

の蜷川府政下においては、内部創発は困難であったとして

も、昭和53年以降、府議会等の要望があっても、京都府教

育委員会はそれに共鳴してこなかった。その理由は、何よ

り、知事選最大の争点であった高校３原則に変わる新高校

教育制度の構築にあった。苦難の末、昭和60年４月新高校

教育制度がスタートし、その具現化に向けて、部長任命や

職員会議運営の改善など取り組み、さらには、人事異動方

針の改定や国旗掲揚、制度充実を図るため高校教育活性化

推進事業など予算化したが、部長任命や、同活性化推進事

業の一つの府立高校模擬試験実施も一部で問題が起きるな

ど不適切な学校運営がみられ、府議会、PTAなどから適

正化を求める声があった。こうした中で、昭和62年２月府

議会定例会一般質問において、学校管理規則制定について

のY議員の要望が、創発のファシリテーターとなり、T

府教育委員長答弁が「今後検討を重ね、前向きに検討する」

という受動的創発につながった。この教育委員長答弁書は、

実は教育委員会事務局において作成されるものである。答

弁書作成の所管課は、学校管理規則の所管である高校教育

課である。この場合のアクターは課長で、指導部長、教育

次長、教育長と垂直調整を行い、又、部長以上役職の者が、

教育委員と調整し、答弁原案を固めたものと思われる（通

常は、このような調整システムで行われる）。実際の答弁

書は、高校教育課で作成され、起案文書による決裁ではな

く、答弁書案（文書）による決裁方法で、作成者→（主幹）

→高校教育課長→（総務課長）→指導部長→教育次長→教

育長と、順次回覧され、教育長の了解が得られれば、答弁

書となる。この時期に、教育委員会幹部の合同創発が行わ

れたといえるであろう。以後、高校教育課においては、早

速、企画係職員に、検討を命じ、又４月の定期異動には、

そのための補強人事を行っている。担当者からすると受動

的創発であり、その作業は秘密扱いとされたので、課内職

員の発議権はないし、原案に対する修正権もなかったので

ある。縦一系列、つまり、企画課主任→主幹→高校教育課

長の情報共有となったのである。したがって、修正や発議

は、基本的には、この縦一系列で行われることになる。上

部の縦一系列として、課長→部長→教育次長（62年４月以

降、教育庁理事）→教育長と、情報共有される。議会でも

争点となり、教組などの反発が予想されるこのような問題

は、一課内の自発的創発になりがたいであろう。幹部と１

課内の一部しか情報を共有しなかったが、10月22日の政策

会議において、関係課長による合同的創発に展開し、情報

共有が行われる。表２、表３及び表４などの修正経過は、

高校教育課を中心とする縦一系列であり、周辺部の関係各

課横系列により、修正、発議が行われた。

3�2 共鳴プロセス

２月９日以降、学校管理規則制定が京都府教育委員会の

懸案事項であるという認識は、教育委員を始め、事務局幹

部にあり、創発から共鳴へと進化するが、担当課である高

校教育課の課内共鳴は、トップダウンにより、課長→主幹

→担当者と行われ、また、担当者は補強人事により４月か

ら異動してきた相応しい人物で、担当者共鳴も容易であっ

た。２月９日の府議会一般質問に対する府教育委員長の答

弁は、事務局職員に問題が了知されることになった。10月

22日の政策会議において、高校教育課から制定目的や、原

案などが説明され、規則制定に係る各課所管事項の提案、

質疑などから、情報共有化が図られ、庁内共鳴が進展した。

12月４日の教育庁法令審議委員会開催も同様の効果があっ

た。この間、府立校長会、教育局長会議、及び市町村教育

委員会連合会などの各種会議等を通じて、調整や情報交換

などにより庁外共鳴も進展した。府議会に対しては９月18

日、K議員の学校管理規則制定時期についての質問に対

して、T府教育委員長は、「本年中に制定するよう準備す

る」と、この問題について、初めて外部に対して共鳴を表

明した。このことにより、府教委が、本年度中に学校管理

規則を制定することが公になり、教職員や関係団体、府民

に了知されることになった。

3�3 承認プロセス

学校管理規則制定の承認プロセスは、担当課原案作成→

政策会議などの会議→担当課原案修正→教育庁法令審議委

員会→教育委員協議会事前協議→教育委員会議決となり、

最終段階の教育委員会議決によって、オーソライズされる

ことになった。なお、事務局においては、教育委員会提出

議案については、教育長決裁を必要とすることは当然のこ

とである。

3�4 実施・評価プロセス

昭和63年１月７日付施行通知以後、府立学校から学校管

理規則に基づく学則変更申請、部長承認申請が提出され、

京都府教育委員会は、３月中を目処に承認手続きを行う。

又、市町村教育委員会に対しては、府立学校の管理運営に

関する規則制定を踏まえ所要の規定整備を行うことになる。
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当時、行政評価などの評価制度が整備されていなかったの

で、成果に係る情報はないが、近年、府立高校において、

学校運営上の問題が発生しているという話は、聞かない。

3�5 学校管理規則の政策形成過程

定かではないが10数年以前から府議会等で学校管理規則

制定要望があり、文部省や関係団体等からもその声は聞い

ていたことなどから、京都府教育委員会は、同規則未制定

の問題認識を持っていた。これが課題設定となるのは、昭

和62年２月９日の府議会一般質問の府教育委員長答弁から

である。以後、政策立案段階となり、最終的に、政策決定

となるのは、同年12月18日の教育委員会議決である。この
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図２ 学校管理規則の政策形成過程



過程に注目すると、政策形成過程は実施過程を含まないと

すれば、問題認識→課題設定→政策立案→政策決定の各段

階を経過する過程である（図２）。図１の当初の制定過程

とは、進行日程、会議数、及び会議順序において、異なっ

たものとなっている。これは、京都府教育委員会が、方針

や基本政策をできる限り盛り込みたいという強い意思行動

であり、何度も規定修正を行った結果ではなかったのかと

思料する。したがって、図２に見る学校管理規則の制定過

程は、一般の行政規則制定過程と異なるものであろう。

3�6 教育委員会と外部アクターの相互作用

白石（1995）の複合モデルを基に、京都府立学校の管理

運営に関する規則の制定過程における教育委員会と外部ア

クターの相互作用をモデル化する（図３）。
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図３ 教育委員会と外部アクターの相互作用モデル

図４ 内部アクターの相互作用モデル



3�7 内部アクターの相互作用

教育庁内部のアクターの相互作用をモデル化する（図４）。

3�8 学校管理規則制定の含意

京都府教育委員会が制定した京都府立学校の学校管理運

営に関する規則は、学校における不毛の教育権論争を踏ま

え、学校運営の権限と責任の所在を校長とすることを明確

に規定したことである。具体的な規定について、以下に言

及する。

教育課程編成（第９条）については、従来から編成権者

の所在が論争となっていたもので、その所在が校長である

とし、法令、学習指導要領及び教育長の編成基準に基づき、

編成するとした。同じく、教科・科目の認定（第16条）に

ついても、教科・科目の単位修得の認定は、校長が行うと

認定権者を明示した。組織編制については、組織の要とな

る必置部長（第21条）を教育委員会の事前承認制を導入し、

教育委員会の承認を得て、校長が命じるとした。任意設置

部長（第22条）については、従来どおり教育委員会への事

後報告制とし、校長が命じ、教育委員会に報告しなければ

ならないとした。盲、聾、養護学校についても、部主事

（第24条）を新設し、任命方法を、校長の意見を聞いて教

育委員会が命じるという教育委員会任命とした。職員会議

（第27条）については、校長の補助機関であり、任意設置

であることを明確にし、さらに、職員会議について必要な

事項は、校長が定めるとして、職員会議の運営権限を、校

長であると重ねて強調した。教職員の服務（第28条）は、

昭和62年度内に、京都府立学校職員服務規程を制定する予

定で進行していたが、制定されず、結局、平成２年３月、

教育長訓令第１号として制定された。同規則においては、

職員の服務に関し必要な事項は、法令で定めるものほか、

教育長が定めるとしている。

研修（第29条）については、校長の必要な研修実施努力

義務を課し、研修計画及び研修状況の報告義務を課してい

る。任命権者等の実施する研修奨励については、規則本文

から施行通知に移動している。これまでの規定の文脈から

すると、規定趣旨が後退しているように思われる。文書等

（第43条）については、同条第２項において、学校におけ

る文書の取扱いについては、教育長が定めるとしその文書

取扱規程は、昭和62年度中に制定作業が進み、昭和63年３

月26日、京都府立学校文書取扱規程（教育長訓令第２号）

として制定された。そのねらいは、昭和63年10月から施行

予定の「京都府情報公開条例」による公文書公開が実施さ

れるに伴い、学校文書の適正な整理、保存を徹底する必要

性によるとしているが、稟議制全面導入による組織経営者

しての校長の意思決定システム構築を意味するものである

（石村、2010）。

４ 終 結

この研究からみえてくるのは、京都府教育委員会が高校

３原則から大転換し、実施した新高校教育制度を充実、発

展させるため、何より校長の権限と責任を明確にしなけれ

ばならないという強い意思行動として、学校管理規則制定

に着手したことである。そのことは、12月17日の府立校長

会において、教育長が同趣旨のことを述べている。又、知

事与党が多数を占める府議会において、府理事者側が注視

する中で保守系議員の数回にわたる管理規則制定要求は、

他に変えがたいファシリテーターとして、京都府教育委員

会に創発を促し、共鳴を表明するに至った。アクターとし

ての府議会が果たした役割は想像以上のものがある。同規

則制定を公表した後、地元新聞や教組からの批判や抗議が

あったとはいえ、府議会の支持は、政策実施に確信を得た

といえよう。一方では、事務局の内部アクターとして担当

課長、関係部長、教育次長、教育長など事務局幹部が、素

早い創発の意思決定を行った。内部アクターのファシリテー

ターは、敢えていえば、教職経験者の指導部長であり、教

育次長、担当課長であった。新高校教育制度実施以後、京

都府教育委員会は、矢継ぎ早に、人事異動方針の改定、国

旗掲揚問題、高校教育活性化推進事業、学校管理規則制定、

文書取扱規程制定などソフト、ハードの両面にわたって、

様々な政策を実施していくが、これらは、いずれもストレ

ス状態を高めるイシューであり、極限状態にあるアリーナ

に、争点となるこの火種を、敢えてこの時期に播いた。通

常、行政機関は、できる限りリスク回避行動をとるか、個

別ごとに、時間をかけて円滑な問題解決を目指すかである。

個別の政策実施評価の如何に関わらず、高校教育のソフト、

ハード両面の整備は、一気に進展した。こうした行政機関

の姿勢は、評価に値するであろう。何よりも、現在の府立

高校を見るとき、学校運営上の問題を散見しないことは、

この時期の教育委員会がこのような諸政策をドラスティッ

クに断行した結果だといえよう。
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